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は じ め に 

国の経済報告によると景気は、緩やかな回復基調が続いており、先行きについては、

雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復に向か

うことが期待されています。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影

響に留意する必要があるとされています。 

このような中、平成 29 年度の当初予算は 84 億 5,800 万円を編成し、補正予算

として 6月には 5,628 万 9千円、9月には 9,870万 1千円をそれぞれ計上してい

ます。また、平成 28 年度に計上した繰越明許費（合計で 6億 7,020 万 8千円）を

合わせると 92億 6,795 万 7千円となり、非常に大規模な予算となっています。 

一方で、平成 28年度における決算規模は平成 27年度決算に比べ、歳入歳出とも

増額となりました。これは、防災センターの整備や必佐小学校給食室の改修等を行っ

たことにより一時的に建設事業費が増加したことが要因です。 

歳入の特徴として、町独自の収入（自主財源）である町税は、町内主要企業の業績

好調により法人に関する税が増収となりました。町独自の収入以外の収入（依存財源）

としては、主に地方交付税や国・県からの補助金、町債などがありますが、依存財源

の歳入全体に対する割合は約 51.1%となりました。 

歳出の特徴は、必佐小学校給食室および西大路幼稚園３歳児保育実施のための改修、

保育所の待機児童を減らすため、公立保育所あおぞら園鎌掛分園の開設、福祉医療（こ

ども医療分）助成事業の拡充など教育・福祉施策のほか、日野町の魅力を活かした移

住・定住促進事業、日野菜の振興、体験型観光、有害鳥獣被害対策、道路の新設改良、

災害に備えた備蓄倉庫や水防資材倉庫を集約した防災センターの整備など重点施策

を着実に実施することができました。また、町内外の皆さんからいただいた寄付金を

活用して、日野駅再生プロジェクト１期工事に取り組みました。 

日野町では第 5次日野町総合計画に基づき、様々な事業を実施して、まちづくりを

進めています。総合計画を着実に前進させるには、持続可能な財政運営は不可欠であ

り、今後も住民福祉の向上と財政規律の堅持が両立できるよう財政健全化への努力を

続けていかなければなりません。 

この財政事情は、町民の皆様にこうした町財政の状況を知っていただくため、毎年

６月と１２月に公表しているものです。今回は、平成２８年度決算の概要、平成２９

度上半期における予算の補正状況やその執行状況などについて報告するとともに、健

全化判断比率および資金不足比率の概要についてお知らせします。 
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１． 平成２8 年度決算の概要 

(1) 一般会計の決算の状況 

平成 28 年度の一般会計の歳入歳出予算額 94 億 5,568 万 4 千円に対する歳入決算

額は 91 億 7,739 万 9 千円、歳出決算額は 86 億 120 万 3 千円となりました。また、

歳入歳出差引額は 5 億 7,619 万 6 千円で、これから平成 29 年度に繰り越すべき財源

3 億 3,166 万 1 千円を控除した実質収支額は 2 億 4,453 万 5 千円となりました。 

前年度の実質収支額に比べ 1 億 4,111 万 5 千円（△36.6%）減少となり、単年度

収支額は赤字となっていますが、主な要因は防災センターの整備における投資的経費の

増加や日野小学校給食棟の新築等各種事業を平成 29 年度に繰り越しを行ったことによ

るものです。なお、平成 28 年度決算の実質収支額は 2 億 4,453 万 5 千円であること

から前年度に引き続き黒字決算となりました。 

 

平成２８年度一般会計決算の状況 

（単位：千円、％）

平成28年度 平成27年度 増減額 対前年度比

予　　　算　　　現　　　額 9,455,684 8,690,704 764,980 8.8

歳　　　入　　　総　　　額 ａ 9,177,399 8,650,181 527,218 6.1

歳　　　出　　　総　　　額 ｂ 8,601,203 8,221,674 379,529 4.6

歳入歳出差引額 　　（ａ-ｂ） ｃ 576,196 428,507 147,689 34.5

翌年度へ繰越すべき財源 ｄ 331,661 42,857 288,804 673.9

実　　質　　収　　支　（ｃ-ｄ） ｅ 244,535 385,650 △ 141,115 △ 36.6

△ 141,115 △ 37,044 △ 104,071 -

区分

単年度収支（ｅ-前年度のｅ）
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歳 入 

平成 28年度の一般会計の歳入決算額は、91億 7,739 万 9千円となり、前年度と比較すると 

5 億 2,721万 8 千円（伸び率 6.1％）の増額となりました。 

町税では、前年度比 2億 5,473 万 1千円（伸び率 7.7％）増額の 35 億 7,226 万 2千円となり

ました。要因として、町民税の増額が大きく、2億 3,985 万 6 千円（伸び率 18.6％）の増となっ

ています。また、固定資産税は 572万 1 千円（伸び率 0.3%）の増となっています。町民税は町内

主要企業の業績好調により法人に関する税収が増収となりました。固定資産税は新増築家屋の増によ

り微増となりました。 

地方交付税のうち、普通地方交付税は 14億 7,741 万 4 千円となり、前年度比 3,181万 8千円

（伸び率 2.2％）の増となりました。これは交付税の算定基礎となる基準財政収入額のうち市町村民

税の法人税割において、前年に比べ大手企業の設備投資等および税率引き下げにより対前年度比で減

額したことから、結果として交付税が増額となりなりました。 

寄付金は 5,208万 9千円となり前年度比 4,733万 3 千円（伸び率 995.2％）増となりました。

これは、日野駅再生プロジェクトにおける「ふるさと納税」で町内外の皆さんから応援いただき、大

幅な増額となりました。 

町債は、8 億 4,190 万 1 千円となり、前年度比 2,億 6,980 万 1 千円（伸び率 47.2％）の増額

となりました。これは、防災センターの整備を行うにあたり、財源的に有利な借入れを行ったことが

主な要因であり、平成 28 年度は一時的な増額となりました。 

 

歳 出 

平成 28 年度一般会計の歳出決算額は 86 億 120 万 3 千円となり、前年度と比較すると 3 億

7,952 万 9千円（伸び率 4.6％）の増額となりました。 

歳出を性質別経費でみると、歳出総額に占める構成比は、義務的経費 43.0％（伸び率 3.0％）、

投資的経費 14.3％（伸び率 43.1％）、その他の経費 42.7％（伸び率△2.6%）となっています。 

義務的経費のうち、人件費（議員や職員等に支払われる報酬や給与費など）は 15 億 3,748万 2

千円（伸び率 0.3％）となりました。扶助費（福祉を受ける人に支給する現金や物品、サービスの費

用）は 15億 6,415万 1 千円（伸び率 7.0%）となりました。これは年々増加する社会保障関連経

費に加え福祉医療費助成事業こども医療分の対象者拡大等が主な要因となっています。公債費（町債

の元利償還金）は 5億 9,196 万 8千円（伸び率△0.1％）となっています。 

投資的経費のうち、補助事業費では防災センターおよび必佐小学校の太陽光発電設備の設置工事や

町道大窪内池線道路側溝改良工事等により、4億 6,323 万 9千円（伸び率 23.2％）となっていま

す。単独事業費でも防災センターや必佐小学校給食室の整備等により、7億 4,481 万 7 千円（伸び

率 64.4%）となっています。 

その他の経費では、物件費（物品購入や使用料、委託費の他、臨時職員の賃金などの経費）12 億

9,998 万 2千円（伸び率 0.5％）となりました。補助費等（補助金や一部事務組合等の負担金、報

償費、保険料など）は、10 億 6,757万 1 千円（伸び率△0.2％）。繰出金は 11 億 7,966 万 4千

円（伸び率△4.8％）となりました。 
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(単位：千円)

予算額 決算額 構成比 予算額 決算額 構成比

3,527,390 3,572,262 39.0 3,265,889 3,317,531 38.4

79,000 75,195 0.8 80,000 82,571 1.0

3,000 3,600 0.0 4,000 4,368 0.1

17,000 8,847 0.1 12,000 13,726 0.2

7,000 5,704 0.1 6,000 14,901 0.2

387,000 356,804 3.9 371,000 398,012 4.6

60,000 62,543 0.7 70,000 68,641 0.8

18,000 21,128 0.2 18,000 22,157 0.3

12,764 12,764 0.1 11,766 11,766 0.1

1,577,414 1,658,589 18.1 1,545,596 1,623,061 18.8

2,200 1,989 0.0 2,300 2,177 0.0

174,536 170,056 1.9 177,334 179,832 2.1

120,813 123,503 1.3 126,058 129,696 1.5

1,126,134 958,523 10.4 1,113,965 930,150 10.8

697,970 686,254 7.5 663,016 652,327 7.5

9,581 9,583 0.1 9,475 9,592 0.1

48,365 52,089 0.6 4,756 4,756 0.1

41,023 40,469 0.4 36,352 35,229 0.4

428,506 428,507 4.7 470,200 470,201 5.4

85,987 87,089 0.9 97,197 107,387 1.2

1,032,001 841,901 9.2 605,800 572,100 6.6

9,455,684 9,177,399 100.0 8,690,704 8,650,181 100.0

4,436,201 4,483,558 49.0 4,187,261 4,254,224 49.2

(単位：千円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 (A)/(B)

(A) （％） (B) （％） (A)-(B) （％）

町 税 3,572,262 39.0 3,317,531 38.3 254,731 107.7

分 担 金 及 び 負 担 金 170,056 1.9 179,832 2.1 △ 9,776 94.6

使 用 料 及 び 手 数 料 123,503 1.3 129,696 1.5 △ 6,193 95.2

財 産 収 入 9,583 0.1 9,592 0.1 △ 9 99.9

寄 附 金 52,089 0.6 4,756 0.1 47,333 1095.2

繰 入 金 40,469 0.4 35,229 0.4 5,240 114.9

繰 越 金 428,507 4.7 470,201 5.4 △ 41,694 91.1

諸 収 入 87,089 0.9 107,387 1.2 △ 20,298 81.1

小　　　計 4,483,558 48.9 4,254,224 49.1 229,334 105.4

地 方 譲 与 税 75,195 0.8 82,571 1.0 △ 7,376 91.1

利 子 割 交 付 金 3,600 0.0 4,368 0.1 △ 768 82.4

配 当 割 交 付 金 8,847 0.1 13,726 0.2 △ 4,879 64.5

株式等譲渡所得割交付金 5,704 0.1 14,901 0.2 △ 9,197 38.3

地 方 消 費 税 交 付 金 356,804 3.9 398,012 4.6 △ 41,208 89.6

ゴルフ場利用税交付金 62,543 0.7 68,641 0.8 △ 6,098 91.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 21,128 0.2 22,157 0.3 △ 1,029 95.4

地 方 特 例 交 付 金 12,764 0.1 11,766 0.1 998 108.5

地 方 交 付 税 1,658,589 18.1 1,623,061 18.7 35,528 102.2

交通安全対策特別交付金 1,989 0.0 2,177 0.0 △ 188 91.4

国 庫 支 出 金 958,523 10.4 930,150 10.8 28,373 103.1

県 支 出 金 686,254 7.5 652,327 7.5 33,927 105.2

町 債 841,901 9.2 572,100 6.6 269,801 147.2

小　　　計 4,693,841 51.1 4,395,957 50.9 297,884 106.8

9,177,399 100.0 8,650,181 100.0 527,218 106.1合　　　　　計

自主財源と依存財源の構成状況（一般会計）

区　　　　分

平成28年度 平成27年度 比　　　　較

自
主
財
源

依
存
財
源

繰入金（※）

繰越金（※）

諸収入（※）

町債

合　　　　　計

（※）うち自主財源

分担金及び負担金（※）

使用料及び手数料（※）

国庫支出金

県支出金

財産収入（※）

寄附金（※）

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

株式等譲渡所得割交付金

平成28年度一般会計歳入決算状況 前年度比較一覧

款　　　別

町税（※）

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

平成28年度 平成27年度
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(単位：千円）

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 (B)/(A)

(A) (B) （C） (A)-(B)-(C) （％）

94,027 93,791 0 236 99.7

1,582,560 1,458,428 97,271 26,861 92.2

2,969,527 2,866,007 13,327 90,193 96.5

613,376 594,976 0 18,400 97.0

22,371 22,318 0 53 99.8

467,253 444,213 16,316 6,724 95.1

96,635 96,074 0 561 99.4

947,271 792,540 136,500 18,231 83.7

341,389 338,917 0 2,472 99.3

1,726,963 1,301,970 406,794 18,199 75.4

0 0 0 0 0.0

593,312 591,968 0 1,344 99.8

1,000 0 0 1,000 0.0

9,455,684 8,601,203 670,208 184,273 91.0

※平成27年度地方財政状況調査をもとに作成した。 (単位：千円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 (A)/(B)

(A) （％） (B) （％） (A)-(B) （％）

1,537,482 17.9 1,532,460 18.6 5,022 100.3

1,564,151 18.2 1,461,958 17.9 102,193 107.0

591,968 6.9 592,804 7.2 △ 836 99.9

3,693,601 43.0 3,587,222 43.7 106,379 103.0

1,226,641 14.3 851,448 10.4 375,193 144.1

補助事業費 463,239 5.4 376,122 4.6 87,117 123.2

単独事業費 744,817 8.7 453,131 5.5 291,686 164.4

県営事業負担金 18,585 0.2 22,195 0.3 △ 3,610 83.7

0 0.0 5,464 0.1 △ 5,464 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0

1,226,641 14.3 856,912 10.5 369,729 143.1

1,299,982 15.0 1,292,900 15.7 7,082 100.5

75,008 0.9 59,354 0.7 15,654 126.4

1,067,571 12.4 1,069,677 13.0 △ 2,106 99.8

48,216 0.6 106,433 1.3 △ 58,217 45.3

6,800 0.1 3,200 0.0 3,600 212.5

3,720 0.0 6,200 0.2 △ 2,480 60.0

1,179,664 13.7 1,239,776 15.1 △ 60,112 95.2

3,680,961 42.7 3,777,540 46.0 △ 96,579 97.4

8,601,203 100.0 8,221,674 100.1 379,529 104.6

平成28年度一般会計歳出決算状況

款　　　別

議会費

総務費

民生費

農林水産業費

衛生費

労働費

土木費

消防費

教育費

公債費

災害復旧費

小計

平成27年度 比　　　　較

合計

区　　　　分

平成28年度

予備費

性質別歳出決算状況（一般会計）前年度比較一覧

積立金

商工費

合計

人件費

扶助費

公債費

小計

普通建設事業

災害復旧費

失業対策費

投資及び出資金

物件費

貸付金

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

繰出金

小計

維持補修費

補助費等



　イ．平成２８年度決算に基づく健全化判断比率

※　実質赤字比率および連結実質赤字比率は赤字額が生じていないため、「―」を記載しています。

※　（　　）内は平成27年度決算に基づく数値を記載しています。

　ウ．平成２８年度決算に基づく資金不足比率

※　いずれの公営企業においても資金不足額が生じていないため、「―」を記載しています。

※　（　　）内は平成27年度決算に基づく数値を記載しています。

日野町の比率

健
全
化
判
断
比
率

区　　　分

① 実 質 赤 字 比 率

②連結実質赤字比率

―
（　―　）

―
（　―　）

―
（　―　）

20.0

（単位：％）

（単位：％）

日野町の比率 経営健全化基準

4.4
（　5.1　）

62.8
（　50.2　）

350.0

資
金
不
足
比
率

水 道 事 業 会 計

簡 易 水 道 特 別 会 計

③実質公債費比率

④ 将 来 負 担 比 率

指標 特別会計の名称

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

20.0

―
（　―　）

20.0

―
（　―　）

20.0

―
（　―　）

(2)　健全化判断比率および資金不足比率の概要

35.0

早期健全化基準

14.59
（　14.55　）

19.59
（　19.55　）

25.0

財政再生基準

20.0

30.0

　ア．健全化判断比率および資金不足比率の概要

《実質赤字比率》 
一般会計等（一般会計および住宅新築資金等貸付
事業特別会計）を対象とした赤字の程度を、指標
化しています。日野町は、実質赤字はありません。 
 

《連結実質赤字比率》 
 町のすべての会計（西山財産区会計を除く）の
赤字や黒字を合計しています。 
これにより、町の会計全体の赤字の程度がわかり
ます。日野町では、連結実質赤字はありません。 
 

《実質公債費比率》 

 一般会計等が負担する元利償還金（借入金）や
準元利償還金（借入金に準じるもの）の額の大き
さを指標化したものです。数値が大きいほど、自
由に使えるお金が少なくなります。日野町では、
4.6％となり、財政の黄信号とされる早期健全化
基準の25％を下回っています。 

《将来負担比率》 
 一般会計等が将来負担する可能性のある借入金
（地方債）や、支払う約束をした負担の大きさを
示すもので、数値が大きいほど将来の財政を圧迫
する可能性が高くなります。日野町では62.8％と
なり、早期健全化基準の350％を下回っています。 

 

  

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成27年度決算に基づく健全化判断

比率４指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率および将来負担比率）ならび

に公営企業の資金不足比率を、町監査委員の審査をうけ、日野町議会第５回定例会に報告しま

した。日野町の財政の健全度を示す数値として、その内容をお知らせします。 

《資金不足比率》 

 公営企業会計※における資金の不足額が、事業

規模（通常見込まれる1年間の営業収入）に占め

る割合です。日野町では、どの公営企業会計にも、

資金不足はありません。 
 

 ※公営企業会計（水道事業、簡易水道事業、公

共下水道事業、農業集落排水事業） 
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(単位：千円）

予算現額 収入済額 支出済額
歳入歳出
差引残額

繰上充用 (B)/(A) (C)/(A)

(A) (B) (C) (B)-(C) （％） （％）

2,500,474 2,486,936 2,372,392 114,544 0 99.5 94.9

12,780 12,353 12,317 36 0 96.7 96.4

863,069 856,707 856,022 685 0 99.3 99.2

185,489 185,375 176,863 8,512 0 99.9 95.3

1,958,533 1,971,630 1,903,458 68,172 0 100.7 97.2

238,593 239,634 236,566 3,068 0 100.4 99.2

2,323 2,411 2,174 237 0 103.8 93.6

5,761,261 5,755,046 5,559,792 195,254 0 99.9 96.5

平成28年度特別会計歳入歳出決算状況

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

会　　計　　別

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

合　　　　　　計

介 護 保 険 特 別 会 計

西 山 財 産 区

簡 易 水 道 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

6



予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 予算に対す 調定に対す １世帯 1人

(A) (B) (C) (A)-(B)-(C) る収入率 る収入率 あたり あたり

町 民 税 1,505,620 1,580,131 1,532,085 3,576 44,470 101.8 97.0 194 70

固 定 資 産 税 1,820,870 1,892,557 1,836,530 6,408 49,619 100.9 97.0 233 84

軽 自 動 車 税 75,400 80,128 76,127 567 3,434 101.0 95.0 10 3

町 た ば こ 税 125,500 127,520 127,520 0 0 101.6 100.0 16 6

特別土地保有税 0 0 0 0 0 - - 0 0

計 3,527,390 3,680,336 3,572,262 10,551 97,523 101.3 97.1 453 163

国民健康保険税 452,348 544,715 457,333 6,422 80,960 101.1 84.0 156 91

平成28年度町税の収納状況及び住民の負担状況
(単位：千円、％）

※平成29年3月31日現在の人口（21,757人）、世帯数（7,972世帯）
※平成29年3月31日現在の国保被保険者数（4,875人）、国保世帯数（2,878世帯）

税　　　目
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(A)　の
構成比

(A) （％）

1.普通債 3,377,025 452,300 232,830 3,596,495 41.7

(1)総　　　務 375,959 330,600 48,758 657,801 7.7

(2)民　　　生 48,144 0 3,737 44,407 0.5

(3)衛　　　生 118,687 6,800 2,676 122,811 1.4

(4)労　　　働 7,675 0 932 6,743 0.1

(5)農林水産業 233,096 10,900 16,240 227,756 2.6

(6)商　　　工 0 0 0 0 0.0

(7)土　　　木 715,122 75,900 57,499 733,523 8.5

(8)消　　　防 45,157 17,900 1,454 61,603 0.7

(9)教　　　育 1,754,966 10,200 89,636 1,675,530 19.4

(10)公営住宅 78,219 0 11,898 66,321 0.8

2.災害復旧債 113,119 0 14,611 98,508 1.1

(1)土　　　木 113,119 0 14,611 98,508 1.1

3.その他 4,828,566 389,601 270,310 4,947,857 57.2

(1)住民税等減税
　　補てん債

147,734 0 25,118 122,616 1.4

(2)臨時財政対策
　 債

4,680,832 389,601 245,192 4,825,241 55.8

合　　　計 8,318,710 841,901 517,751 8,642,860 100.0

(A)　の
構成比

(A) （％）

4.公共下水道事
業債

6,801,604 182,000 411,523 6,572,081 77.8

(1)公共下水道 3,029,580 133,600 216,093 2,947,087 35.0

(2)特定環境保
全公共下水道

2,649,477 35,200 116,015 2,568,662 30.4

(3)流域下水道 1,122,547 13,200 79,415 1,056,332 12.5

5.農業集落排水
事業債

1,020,726 45,600 97,549 968,777 11.5

6.水道事業債 848,851 0 45,722 803,129 9.5

7.財政安定化基
金貸付金

10,000 0 5,000 5,000 0.1

8.簡易水道事業
債

102,784 0 5,916 96,868 1.1

合　　　計 8,783,965 227,600 565,710 8,445,855 100.0

平成28年度地方債現在高の状況
(単位：千円、％）

平成28年度中増減額

役場庁舎別館防災機能強化事業

上水道事業債（一般会計出資債）

農業基盤整備促進事業

社会資本整備総合交付金事業

施設整備事業・防災活動事業
消防施設整備事業

学校教育施設等整備事業

臨時財政対策債

平成28年度中増減額

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

流域下水道事業

農業集落排水事業

上水道事業

区　　　分
平成27年度
末現在高

平成28年度
末現在高 平成28年度起債内容年度中起債

借　入　額
年度中元金
償  還  額

区　　　分
平成27年度
末現在高

平成28年度
末現在高 平成28年度起債内容年度中起債

借　入　額
年度中元金
償  還  額

8
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２． 平成 29 年度上半期の財政運営の状況 

(1) 平成 29 年度予算の補正状況（一般会計） 

平成29年度 6月補正予算で 5,628万 9千円、平成２9年度9月補正予算で 9,870

万 1 千円それぞれ増額補正を行いました。 

 

【補正予算の主なもの】 

 平成 29 年 6 月補正予算（平成 29 年 6 月 23 日可決） 

【歳入】○ 町税（固定資産税）                5,000 千円 

       地方創生交付金事業（拠点整備交付金）      15,217 千円 

 

【歳出】○ 地方創生交付金事業（拠点整備交付金）      32,340 千円 

○ 地区公民館管理事業               17,177 千円 

 

平成２9 年 9 月補正予算（平成２９年 9 月２６日可決「追加含む」・同月 28 日専決） 

【歳入】○ 普通地方交付税                   159,732 千円 

    ○ 財政調整基金繰入金                   ▲177,000 千円 

    ○ 繰越金                       94,535 千円 

 

【歳出】○ 庁舎等施設管理事業                  3,687 千円 

        ○ 障害者福祉事務事業                  11,222 千円 

    ○ 児童健全育成事業                                 12,267 千円 

        ○ 有害鳥獣駆除事業                                   3,820 千円 

    ○ 土地改良事務事業                                 20,000 千円 

    ○ 道路維持補修事業                                   5,500 千円 

        ○ 地区公民館管理事業                                 7,924 千円 

    ○ 衆議院議員選挙費                                 15,241 千円 

 

(2) 平成２9 年度予算の補正状況（特別会計） 

企業会計以外の特別会計に係る補正予算については、平成 29 年度 9 月補正予算で

7,243 万 7 千円の増額補正をしています。 

    ○ 国民健康保険特別会計                             31,130千円 

    ○ 公共下水道事業特別会計               500 千円 

    ○ 介護保険特別会計                  40,807 千円 

 

(3) 予算執行の状況 

平成 29 年度の上半期（４月１日から９月３０日）における収入および支出の状況は、

一般会計では予算現額に対する収入割合が 46.8％、支出割合が 36.1％となっています。 

特別会計全体では、収入割合が 34.1％、支出割合が 40.4％となっています。 



歳　入 （単位：千円、％）

予算現額 構成比

3,333,882 5,000 3,338,882 38.8

78,000 78,000 0.9

5,000 5,000 0.1

14,000 14,000 0.2

8,000 8,000 0.1

408,000 408,000 4.7

60,000 60,000 0.7

22,000 22,000 0.3

10,000 4,746 14,746 0.2

1,200,000 159,732 1,359,732 15.8

2,200 2,200 0.0

181,384 △ 5,542 175,842 2.0

122,661 122,661 1.4

901,454 15,217 5,881 922,552 10.7

804,692 42,048 846,740 9.8

5,725 5,725 0.1

1,000 1,000 0.0

526,121 6,772 △ 168,176 364,717 4.2

150,000 94,535 244,535 2.8

75,881 75,881 0.9

548,000 29,300 △ 34,523 542,777 6.3

8,458,000 56,289 98,701 8,612,990 100.0

歳　出　(目的別） （単位：千円、％）

予算現額 構成比

94,787 94,787 1.1

859,513 39,112 22,791 921,416 10.7

3,053,255 25,948 3,079,203 35.7

627,316 553 627,869 7.3

21,921 21,921 0.3

771,750 28,406 800,156 9.3

97,518 97,518 1.1

804,652 10,078 814,730 9.5

326,410 3,001 329,411 3.8

1,130,873 17,177 7,924 1,155,974 13.4

0 0 0.0

669,005 669,005 7.8

1,000 1,000 0.0

8,458,000 56,289 98,701 8,612,990 100.0

平成29年度歳入歳出予算補正状況（一般会計）

農 林 水 産 業 費

商 工 費

公 債 費

予 備 費

歳  出  合  計

教 育 費

災 害 復 旧 費

土 木 費

消 防 費

民 生 費

労 働 費

諸 収 入

地 方 債

歳  入  合  計

款

議 会 費

総 務 費

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 付 金

款

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割交 付金

当初予算額

衛 生 費

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別交 付金

分 担 金 お よ び 負 担 金

使 用 料 お よ び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

当初予算額

地 方 特 例 交 付 金

合　　　　　　　計

９月補正予算額

９月補正予算額

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

６月補正予算額

６月補正予算額

合　　　　　　　計
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歳　出　(性質別） （単位：千円、％）

予算現額 構成比

1,553,181 7,752 1,560,933 18.1

1,452,368 39,600 1,491,968 17.3

41,676 5,700 47,376 0.6

1,530,488 12,267 1,542,755 17.9

1,333,104 12,941 1,346,045 15.6

880,760 56,289 20,441 957,490 11.1

補 助 事 業 費 453,169 23,949 2,000 479,118 5.6

単 独 事 業 費 426,091 32,340 18,441 476,872 5.5

県 営 事 業 負 担 金 1,500 1,500 0.0

0 0 0.0

0 0 0.0

669,005 669,005 7.8

2,319 2,319 0.0

0 0 0.0

3,320 3,320 0.1

990,779 990,779 11.5

1,000 1,000 0.0

8,458,000 56,289 98,701 8,612,990 100.0

（単位：千円）

2,539,565 31,130 2,570,695

14,002 14,002

911,226 500 911,726

196,140 196,140

2,023,277 40,807 2,064,084

244,562 244,562

2,311 2,311

5,931,083 72,437 6,003,520合　　　　　　　計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

西 山 財 産 区 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

平成29年度歳入歳出予算補正状況（特別会計）

簡 易 水 道 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

繰 出 金

予 備 費

歳  出  合  計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

公 債 費

積 立 金

投 資 お よ び 出 資 金

貸 付 金

特　　　別　　　会　　　計　　　別

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

款 当初予算額
合　　　　　　　計

９月補正予算額６月補正予算額

当初予算額 ９月補正予算額 予算現額
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歳　入 （単位：千円、％）

予算現額に

繰越事業費 計 調定額 収入済額 対する増減

財源充当額
(A) (B) (B)-(A) (%)

町 税 3,338,882 3,338,882 3,287,499 1,898,134 △ 1,440,748 56.8 

地 方 譲 与 税 78,000 78,000 23,045 23,045 △ 54,955 29.5 

利 子 割 交 付 金 5,000 5,000 1,613 1,613 △ 3,387 32.3 

配 当 割 交 付 金 14,000 14,000 1,890 1,890 △ 12,110 13.5 

株式等譲渡所得割交付金 8,000 8,000 0 0 △ 8,000 0.0 

地 方 消 費 税 交 付 金 408,000 408,000 209,418 209,418 △ 198,582 51.3 

ゴルフ場利用税交付金 60,000 60,000 23,724 23,724 △ 36,276 39.5 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 22,000 22,000 7,598 7,598 △ 14,402 34.5 

地 方 特 例 交 付 金 14,746 14,746 14,746 14,746 0 100.0 

地 方 交 付 税 1,359,732 1,359,732 989,926 989,926 △ 369,806 72.8 

交通安全対策特別交付金 2,200 2,200 1,104 1,104 △ 1,096 50.2 

分 担 金 お よ び 負 担 金 175,842 4,677 180,519 80,815 57,539 △ 122,980 31.9 

使 用 料 お よ び 手 数 料 122,661 122,661 78,187 49,111 △ 73,550 40.0 

国 庫 支 出 金 922,552 160,770 1,083,322 510,804 356,668 △ 726,654 32.9 

県 支 出 金 846,740 846,740 125,467 98,046 △ 748,694 11.6 

財 産 収 入 5,725 5,725 4,531 3,987 △ 1,738 69.6 

寄 付 金 1,000 1,000 8,036 7,815 6,815 781.5 

繰 入 金 364,717 364,717 0 0 △ 364,717 0.0 

繰 越 金 244,535 331,661 576,196 576,196 576,196 0 100.0 

諸 収 入 75,881 75,881 44,402 19,949 △ 55,932 26.3 

地 方 債 542,777 173,100 715,877 0 0 △ 715,877 0.0 

歳  入  合  計 8,612,990 670,208 9,283,198 5,989,001 4,340,509 △ 4,942,689 46.8 

一般会計予算執行状況（平成29年9月30日現在）

予算現額

款
(B)/(A)

予算額
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歳　出　(目的別） （単位：千円、％）

前  年  度 計 支出済額 支出未済額

繰越事業費
(A) (B) (A)-(B) (%)

議 会 費 94,787 0 94,787 49,750 45,037 52.5 

総 務 費 921,416 97,271 0 1,018,687 395,361 623,326 38.8 

民 生 費 3,079,203 13,327 0 3,092,530 1,196,323 1,896,207 38.7 

衛 生 費 627,869 0 627,869 276,969 350,900 44.1 

労 働 費 21,921 0 21,921 12,933 8,988 59.0 

農 林 水 産 業 費 800,156 16,316 0 816,472 150,644 665,828 18.5 

商 工 費 97,518 0 97,518 46,613 50,905 47.8 

土 木 費 814,730 136,500 0 951,230 118,507 832,723 12.5 

消 防 費 329,411 0 329,411 152,090 177,321 46.2 

教 育 費 1,155,974 406,794 0 1,562,768 634,639 928,129 40.6 

災 害 復 旧 費 0 0 0 0 0 0.0 

公 債 費 669,005 0 669,005 321,474 347,531 48.1 

予 備 費 1,000 0 1,000 1,000 0.0 

歳  出  合  計 8,612,990 670,208 0 9,283,198 3,355,303 5,927,895 36.1 

（単位：千円、％）

収入率 支出率

(B)/(A) (C)/(A)

(A) (B) (C) (B)-(C) (%) (%)

2,570,695 990,670 1,067,752 △ 77,082 38.5 41.5 

14,002 753 5,089 △ 4,336 5.4 36.3 

911,726 91,553 328,219 △ 236,666 10.0 36.0 

196,140 29,837 78,872 △ 49,035 15.2 40.2 

2,064,084 849,564 824,443 25,121 41.2 39.9 

244,562 83,410 118,313 △ 34,903 34.1 48.4 

2,311 852 18 834 36.9 0.8 

6,003,520 2,046,639 2,422,706 △ 376,067 34.1 40.4 

予  算  現  額

特別会計予算執行状況（平成29年9月30日現在）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

簡 易 水 道 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

西 山 財 産 区 会 計

計

款
(B)/(A)

予算額 予  備  費

会　　　計　　　別
予算現額 収入済額 支出済額 差　　引
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３． 財産および一時借入金の状況

 (1)　財産

一般会計 平成29年4月1日現在

種類 単位

土 地 ㎡

建 物 ㎡

土 地 の う ち 山 林 ㎡

土 地 の う ち 原 野 ㎡

無 体 財 産 権 件 1

出 資 に よ る 権 利 千円

簡易水道特別会計 平成29年4月1日現在

種類 単位

土 地 ㎡

建 物 ㎡

公共下水道事業特別会計 平成29年4月1日現在

種類 単位

土 地 ㎡

農業集落排水事業特別会計 平成29年4月1日現在

種類 単位

土 地 ㎡

建 物 ㎡

西山財産区 平成29年4月1日現在

種類 単位

土 地 ㎡

建 物 ㎡

81.00 - 81.00

行政財産 普通財産 計

行政財産 普通財産 計

744,919.67 958,643.34 1,703,563.01

88,562.62 2,678.32 91,240.94

47,653.00 613,610.00 661,263.00

74.47 - 74.47

- - -

40,657

行政財産 普通財産 計

1,039.03 - 1,039.03

公有財産

1,299.00

行政財産 普通財産 計

13,847.78 - 13,847.78

299.89 299.89

計

2,247.28 2,247.28

1,299.00 -
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 (2)　一時借入金 （単位：千円）

平成29年度
借入限度額

平成29年9月30日
現在の借入額計

一 般 会 計 800,000 -

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 70,000 -

簡 易 水 道 特 別 会 計 3,000 -

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 200,000 -

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 100,000 -

介 護 保 険 特 別 会 計 50,000 -

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 - -

西 山 財 産 区 会 計 - -

 (3)　基金の状況 （単位：千円）

財 政 調 整 基 金 1,063,692 741 1,064,433

減 債 基 金 411,233 533 411,766

教 育 施 設 整 備 資 金 積 立 基 金 363,921 251 364,172

ま ち づ く り 応 援 基 金 4,356 42,304 46,660

国 民 健 康 保 険 高 額 療 養 費 貸 付 基 金 2,000 0 2,000

文 化 財 保 護 基 金 7,724 4 7,728

福 祉 対 策 基 金 53,735 △ 16,103 37,632

町 営 住 宅 建 設 整 備 基 金 338,520 △ 19,988 318,532

農 村 ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 10,172 5 10,177

土 地 開 発 基 金 347,631 0 347,631

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 50,283 21 50,304

農 業 集 落 排 水 事 業 基 金 88,303 36 88,339

介 護 給 付 費 準 備 基 金 4 1 5

西 山 財 産 区 基 金 58,581 49 58,630

平成28年度末現在高

会　計　名

区          分 平成27年度末現在高 平成28年度中増減高
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